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対象地域：マリ共和国全 8州及びバマコ特別区 



教育識字国語省地方分権化分散化支援室
(CAD/DE)長との協議 

調査団による学校運営委員会への 
インタビュー 

 
 

 

プロジェクト対象地域の学校に通う児童 教育識字国語省次官とのミニッツ署名 

 



 

 

略 語 表 
 

略語 正式名 日本語 

ADARS 
Appui Direct à l’Amélioration des Rendements 

Scolaire 

学業成績向上のための直接支援

補助金制度 

AE Académie d’Enseignement 州教育アカデミー 

AMM l’Association des Municipalités du Mali マリの地方自治体連合 

APE Association des Parents d’Elève 保護者会 

CAD/DE 
Cellule d’Appui à la Décentralisation/ 

Déconcentration de l’Education 

（教育識字国語省）地方分権化/

分散化支援室 

CAP Centre d’Animation Pédagogique 教育指導センター 

CGS Comité de Gestion Scolaire 学校運営委員会 

CIDA Canadian International Development Agency カナダ国際開発庁 

DFM Direction de Finance et du Matériels 企画統計局 

DNEF Direction Nationale de l’Enseignment Fondamental 基礎教育総局 

JSDF Japan Social Development Fund 日本社会開発基金 

MEALN 
Ministère de l’Education, de l’Alphabétisation et des 

Langues Nationales 
教育識字国語省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

NGO Non-Governmental Organizations 非政府組織 

PACGS Projetd’ Appui aux Comités de Gestion Scolaires 
学校運営委員会支援プロジェク

ト 

PISE 
Programme d’Investissement Sectoriel de 

l’Education 
教育セクター投資計画 

PRADDE-PC 

Programme d’Appui à la Décentralisation et la 

Déconcentration de l’Education – Participation 

Communautaire 

教育の地方分権・分散化、コミ

ュニティ参加支援プログラム 

PRODEC 
Programme Décennal de Développement de 

l’Education 
教育開発10カ年計画 

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略文書 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

TICAD 
Tokyo International Conference on African 

Development 
アフリカ開発会議 

UNICEF United Nations Children’s Fund 国際連合児童基金 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 

VNG l’Association des Communes Néerlandaises オランダの地方自治体連合 
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第１章 要請の背景 
 

マリ共和国（以下、「マリ」と記す）における初等教育指標は、総就学率が82％（2009年）とな

っており、また総就学率における男女格差が男子91.2％に比べて女子73％と大きく、初等教育修了

率も55.7％（2009年）と低い水準にある。 

マリ政府は、教育のアクセス向上・質の改善・地方分権化の3つを柱とする「教育開発10カ年計

画（Programme Décennal de Développement de l’Education：PRODEC）2003‐2012」を策定し、現在、

同計画の第3フェーズ（2010 - 2012）にある。同フェーズにおいて、教育識字国語省（Ministère de 

l’Education, de l’Alphabétisation et des Langues Nationales：MEALN）（以下、「教育省」）は、上述の3

つの柱を推進するための有効な方策として、機能する学校運営委員会（Comité de Gestion Scolaire：

CGS）を全国普及する計画である。 

JICAは、2008年5月から2011年10月までの3年6カ月の間、機能するCGSの普及モデルを構築する

ため、教育省地方分権化分散化支援室（Cellule d’Appui à la Décentralisation/Déconcentration de 

l’Education：CAD/DE）をカウンターパートとし、技術協力プロジェクト「学校運営委員会支援プ

ロジェクト」（以下、「フェーズⅠ」）を実施しており、これまでに計456校において地域住民の参

画により、簡易教室の設置・教室家具の購入修理・就学促進のための啓発活動等の教育のアクセ

スに資する取り組みや、補修授業の実施・教員宿舎の提供等の教育の質に資する取り組みが自立

的に実施された。 

2010年11月～12月に実施した終了時評価調査において、1・2年目の全対象校456校及び3年目対

象校1,013校の90％以上で、無記名投票により民主的にCGSが設置された点、2年目までの対象校の

90％以上のCGSで、学校活動計画が策定され、学校プロジェクトが実施された点、約85％のCGS

が平均3つ以上の活動計画で計画された活動が実施された点等が確認されている。 

マリ教育省は、同プロジェクトの取り組みを高く評価し、フェーズⅠで構築されたCGSの普及モ

デルの全国展開を図る計画であり、全国におけるCGSの機能化、学校運営の改善、学習環境の改善

を図るべく、わが国に本プロジェクト（以下、「フェーズⅡ」）を要請した。 
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第２章 調査協議の経過と概略 
 

２－１ プロジェクト形成の経過と概略 

本プロジェクトの形成にあたり、以下のとおり詳細計画策定調査団を派遣した。 

    

（1）調査目的 

マリ政府からの要請を受け、具体的な協力内容についてマリ政府と協議すること。具体的

な協議事項・方針は以下のとおり。 

    

1）2011年10月に終了するフェーズⅠの成果、マリ政府からの協力要請の背景・内容等を踏

まえ、マリ政府関係機関及び他ドナーとの協議を経て、プロジェクトデザイン案を作成

し、マリ側と合意する。 

2）プロジェクトの実施にあたり必要な情報を現地調査を通じて収集する。 

・フェーズⅠのプロジェクトの達成状況の再確認 

・フェーズⅡにおける課題と重点事項及び協力の要請内容 

・フェーズⅡの実施に必要な情報の収集 

① 上位計画・開発戦略等の分析 

② 他ドナーの情報収集・分析 

③ 既存の法令・規則等の現状確認 

④ 地方分権化の現状分析 

⑤ 予算・人員等の情報収集・現状分析 

3）現地調査において、フェーズⅡの実施に向けて作成したミニッツ案、R/D案につき、マリ

側と協議する。 

4）フェーズⅡの枠組みを評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から評価を行う。 

5）2011年度第3四半期のフェーズⅡ立ち上げをめざして、詳細計画策定調査終了後、世界銀

行（以下、「世銀」）の日本社会開発基金（Japan Social Development Fund：JSDF）の予算

確保のめどが立った段階で、調査結果に基づき速やかに諸手続きを行い、JICAセネガル

事務所を通じて討議議事録（Record of Discussions：R/D）締結を行う。 

 

（2）調査団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 高橋 悟 JICA国際協力専門員 

評価分析 芹澤 明美 グローバルリンクマネージメント株式会社 

教育協力 桑畑 美津子 JICAセネガル事務所 広域企画調査員 

協力企画 甲田 小百合 JICA人間開発部基礎教育第二課 職員 

 

（3）調査日程 

詳細計画策定調査の現地調査を2011年6月25日（土）～7月16日（土）［うち、団長、教育協

力、協力企画は2011年6月25日（土）～7月10日（日）］まで行い、関係者と協議のうえ、合意
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事項をミニッツ〔協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）〕にまとめ、署名交換を行った。 

 

（4）主要面談者 

1）マリ教育識字国語省 

（Ministère de l’Education, de l’Alphabétisation et des Langues Nationales：MEALN） 

Pr. Salikou SANOGO 大臣（Ministre） 

Pr. Denis DOUGNON 次官（Secrétaire Général） 

Pr. Youssouf DIAKITE 技術顧問（Conseiller Technique） 

Pr. Abou DIARRA 地方分権化/分散化支援室長 

（Chef de la Cellule d’Appui à la 

Décentralisation/Déconcentration de l’Education：

CAD/DE） 

Mme. FOFANA Fily TRAORE 地方分権化/分散化支援室 地方分権化/分散化及び財

務担当 

（chargée de Décentralisation et Déconcentration et des 

Questions Financière à la CAD/DE） 

 

2）教育省地方分権化組織 

M. Babri GAREDOU 教育指導センター（Centre d’Animation Pédagogique：

CAP）Fana 所長 

M. Maricoulé CAMARA CAP Fana CGS担当官 

M. Diomasy KANTE CAP Kolokani 副所長 

M. Ibrahima Kaba DIAKITE CAP Kolokani援助調整担当教育指導主事兼CGS担当官 

 

3）地方自治体 

M. Seydou SAMAKE Benko コミュン教育担当議員（CAP Fana管内） 

M. Traure Kolokaniコミュン副コミュン長（教育担当）（CAP 

Kolokani管内） 

 

4）ドナー 

a）米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID） 

Mr. Patrick Fayaud Deputy Team Leader 

Mr. Ibrahima Sissoko 教育地方分権化事業担当 

Mr. Engene Da Education Program Advisor 

Ms. Martine Keita Program Development and M&E Specialist, Governance 

and Communication Team 

M. Boureima Allaye Touré Chef de l'Equipe Participation Communautaire 

 Programme Decentralisation de l'Education 

M. Coulibaly Membre de l'Equipe Participation Communautaire 

 Programme Decentralisation de l'Education 
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b）カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：CIDA） 

Ms. Abebech ASSEFA Counsellor, Program Manager, Education and Health 

Mr. Hamadoun TOLO Agent de Développement 

 

c）オランダ大使館 

Mr. Joris van Bommel Premier Secrétaire 

 

5）日本大使館 

大島 寛之 一等書記官 

横内 智則 専門調査員（経済協力担当） 

 

6）JICAプロジェクトフェーズＩ専門家 

尾上 公一 チーフアドバイザー/学校運営 

齋藤 由紀子 住民参加/業務調整 

岩田 守雄 業務調整 

 

（5）評価の方法 

本件詳細計画策定調査で策定されたプロジェクトの枠組み（プロジェクト目標、上位目標、

成果、活動、投入、前提条件、外部条件）に基づいて、プロジェクトの実施可能性を検討す

るため、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）を用いた事前評価を行

った。 

評価5項目の定義は以下のとおりである。 

    

妥当性 
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・

方針との整合性の度合い 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発

援助が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使

っていることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確

認するため、通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の

指標にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。

開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出所：新JICA事業ガイドライン 第1版 2010年6月 
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データ収集は以下の方法で行った。 

① 文献調査：政策文書やフェーズⅠの関連書類（討議議事録、PDM、事業進捗報告書、

評価報告書等）を分析し、マリの初等教育、地方分権化・分散化、CGSについての情報、

フェーズⅠの進捗状況、プロジェクトをとりまく状況を把握した。 

② インタビュー：対象者と質問内容は以下のとおりである。 

・ フェーズⅠの日本人専門家、CAD/DE職員（カウンターパート）：フェーズⅠの進捗

状況、フェーズⅡの詳細計画策定のための情報収集（政策、予算、組織） 

・ 現場における関係者（CAP職員、コミュン職員、CGS委員・CGS連合委員、住民・児

童、フェーズⅠで起用しているNGO）：それぞれの機関の活動状況、CGS設置による

インパクト、課題など 

・ マリの教育分野で活動しているドナー：活動状況 

 

２－２ 評価5項目による評価結果 

（1）妥当性 

フェーズⅡは、マリの政策及び開発ニーズと、日本の対マリ援助政策に整合しており、妥

当性は高いと判断される。 

フェーズⅡでは、「機能するCGS」をマリのすべての小学校に設立することをめざしている。

教育の地方分権化を通じて地域のニーズを反映した学校運営を実現するため、すべての学校

にCGSを設置することについてはPRODEC（1998－2013）で言及されている。さらに上述10

カ年計画の具体的な実施計画である教育セクター投資計画（Programme d’Investissement 

Sectoriel de l’Education：PISE）のフェーズⅢ（PISE3）（2010-2013）では、すべての学校が「機

能するCGS」を設立して学校運営を改善することが目標として掲げられている。現状では、

CGSが十分機能していない場合が多いことや、CGS運営のモニタリングシステムが確立してい

ないことが課題となっているため、フェーズⅠが実証した「機能するCGS」のミニマムパッケ

ージの3要素（民主選挙、参加型学校運営手法研修、持続可能なモニタリングシステム）を使

って、フェーズⅡで「機能するCGS」を全国展開していく。現存の法令にはこれら「機能する

CGS」の概念は含まれていないが、現在改訂中のCGS省令に反映される予定になっている。 

日本の対マリ援助政策（出所：外務省ODA国別データブック2010）では、基本方針として、

貧困削減及び経済改革・平和構築努力を支援するため、基礎生活分野や基礎インフラ分野、

平和構築分野を中心に検討していくとしており、重点分野として基礎教育、水を中心とした

基礎生活分野、食糧援助や貧困農民支援等を通じた農業・食料安全保障分野、同国及び周辺

国の経済発展に資する経済基盤インフラ整備分野等を掲げている。フェーズⅡは基礎教育分

野支援であることから日本の対マリ援助政策に合致している。 

 

（2）有効性 

プロジェクト目標の達成見込みが高いことから、フェーズⅡの有効性は高いと予測される。 

フェーズⅡではマリ全国の小学校が対象となることから、「80％のCGSが策定された学校活

動計画を実施する」ためには、フェーズⅠと比べ、多様なCGS関連書類の回収パターンを組み

合わせながらより柔軟にモニタリングを実施することが必要となる。フェーズⅠでは、当初、

コミュンCAP連絡協議会をCGSのモニタリングシステムとして機能させることを想定してい
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たが、予算確保の問題などから定期的に開催されないため、コミュンCAP連絡協議会のみを主

なモニタリングシステムとして扱うことは難しいことが分かった。そのため、フェーズⅠの

延長期間を通じて、さまざまなCGS関連書類の回収方法を試行したところ、①コミュンCAP

連絡協議会、②CAP担当官によるコミュンの巡回時に回収、③コミュン教育担当議員がCAP

に出向いて提出の3つのパターンがそれぞれに有効であることが判明した。フェーズⅡにおい

ては特定のパターンのみを推進することはせず、地域の状況に応じて機能する書類回収パタ

ーンを組み合わせていくことで、CGSモニタリングが強化され、多くの学校が学校活動計画を

実施することになると期待できる。 

 

（3）効率性 

フェーズⅡの効率性はおおむね高いと予測される。 

フェーズⅠにおいてCGS研修のモジュールが確立しているため、フェーズⅡにおいても既存

のモジュールをそのまま利用できる。さらに、CGS設置に係る研修は政治色を排除するために

地元NGOに委託することにしており、現地語を話せる地域人材の活用と費用縮減という面で

効率的である。 

アクセスの悪い地域では、CAP所在地とコミュンの間の交通手段・交通費の確保が難しく、

コミュンからCAPへのCGSモニタリング書類提出を妨げる要因となっている。 

フェーズⅠにおいてはコミュンCAP連絡協議会を書類回収の場として利用することを進め

ると同時に、パイロット3CAPのCGS担当官に、コミュン巡回のためのバイク供与・ガソリン

代支給を行ってきた。フェーズⅡにおいては、前項「有効性」で述べたCGS書類回収の3パタ

ーンを地域の実情に合わせて適宜選択することで、費用・手間を抑えつつ確実に書類を回収

する手法が、試行錯誤のなかで確立していくことが期待できる。 

 

（4）インパクト 

フェーズⅠにおいて、学習環境の改善に加え、女子就学状況の改善や住民女性の参加度向

上など、正のインパクトの発現が確認できているため、フェーズⅡにおいても、学習環境の

改善（上位目標）や女子就学状況の改善・住民女性の参加度向上などの同様の正のインパク

トが発現することが期待できる。 

    

1）上位目標の達成見込み 

本プロジェクトにおいて上位目標達成の見込みは高いと予測される。 

フェーズⅠにおいてCGS活動を通じての学習環境改善の事例が多数把握されており、フェ

ーズⅡにおいても同様に期待できる。フェーズⅠにおける学習環境改善の事例は上位目標

の指標として示したものにとどまらず、今回の詳細計画策定調査の聞取りにおいて以下の

ような例が報告されている。 

・ ハード面の改善（教室の建設・修繕、机の購入、学校の囲い塀の設置、給水施設の

設置） 

・ 給食の開始（食材は保護者からの負担金や差し入れ、調理は住民ボランティア）。結

果、児童が昼休みに遠くの自宅まで戻る必要がなくなった。 

・ 成績優秀者表彰の開始。結果、児童のやる気を引き出した。 
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・ 音読コンクールの開始。結果、児童のやる気を引き出すとともに、学習の基礎とな

る「読む力」が強化された。 

・ 保護者に働きかけた結果、児童の家事負担の減少及び就学状況や家庭での学習状況

が改善された。 

・ 保護者に働きかけた結果、朝食の準備を早くするようになり、児童の遅刻が解消。 

    

フェーズⅡでは、「成果3」の活動において、優良事例の把握・共有を通じ、機能するCGS

の設立が学習環境改善に貢献することを積極的に実証する。また、指標データはCGSの年間

総括表と、ベースライン・エンドライン調査でも収集する。 

 

2）スーパーゴールの達成見込み 

「機能するCGS」の設立によって上記指標が即座に改善されるとはいえないが、本プロジ

ェクトの究極の目的は「教育の質とアクセスの改善」への貢献であることを明示するため

にスーパーゴールが設定された。参考までに、フェーズⅠの当初から対象となっていたク

リコロ州3CAPの小学校純就学率と小学校修了率を表2-1と表2-2に示す。2009-2010年度の数

字が最新なので、フェーズⅠの影響は限定的であるものの、表から以下の状況が読み取れ

る。 

・ 小学校純就学率と小学校修了率に関し、クリコロ州は全国平均を上回っている。 

・ 他方、対象3CAPはクリコロ州平均をかなり下回っており、全国平均よりも低い。 

・ 2007-2008年度と2009-2010年度を比較すると、純就学率は3CAPで同程度を維持かや

や低下した（理由は不明）。修了率は全国ではほとんど変わらなかったが、クリコロ

州及び3CAPで大きく改善した。 

 

表２－１ 小学校純就学率（％） 

 2007-2008 2009-2010 

 全体 男子 女子 全体 男子 女子 

CAP Fana 50.8 61.5 40.4 51.0 59.9 42.2

CAP Dioïla 53.8 63.7 44.2 52.7 59.3 46.2

CAP Kolokani 54.4 64.4 44.7 48.3 54.9 41.9

Koulikoro州全体 63.8 74.0 53.8 61.4 69.6 53.2

全国 60.9 68.1 53.9 60.6 66.8 54.6
出所：フェーズⅠ資料 
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図２－１ 小学校純就学率（％） 

 

表２－２ 小学校修了率（％） 

 2007-2008 2009-2010 

 全体 男子 女子 全体 男子 女子 

CAP Fana 40.5 53.4 27.9 53.8 66.0 41.8

CAP Dioïla 41.2 51.9 30.8 46.3 55.1 37.6

CAP Kolokani 36.9 47.7 26.3 47.8 55.8 39.9

Koulikoro州全体 55.6 67.7 43.7 72.6 79.2 66.1

全国 54.0 63.5 44.8 56.3 64.1 48.6
注：分母＝小学校6年生登録者数、分子＝小学校6年生修了者数 

出所：フェーズⅠ資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ 小学校修了率（％） 
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3）その他のインパクト 

フェーズⅡでは、女子就学状況の改善と、住民女性の参加促進が期待できる。女子就学

状況については、表2-1、2-2で示すとおり対象CAPで改善の必要性が従来から認識されてお

り、フェーズⅠから既に取り組みが行われている。フェーズⅡにおいても、「成果3」の活

動のなかで、女子就学状況改善をテーマのひとつとして取り上げる可能性が高い。住民女

性の参加促進については、地域における情報の伝達者として女性の役割が重要であること

や、家庭において児童の就学状況・学習環境に母親の考え方が大きく影響することから、

CGS設立に先立つ住民啓発活動では女性の参加を重視し、CGS委員に女性を含めることなど、

女性参加促進の方策がフェーズⅠから既に積極的に導入されている。 

 

（5）持続性 

フェーズⅡ終了後の持続性はおおむね高いと予測されるものの、CAD/DEの中心メンバーの

今後の異動可能性や、財政面においてマリ側で予算化されていない項目があることに留意す

べきである。 

政策面においては、（1）妥当性の項で述べたとおり、教育の地方分権化及び「機能するCGS」

の全国展開は国家政策として確立しており、今後も維持される可能性が高い。 

組織面については、地方分権化政策の下、教育分野においては教育省中央（地方分権担当

部署であるCAD/DE－州教育アカデミー（Académie d’Enseignement：AE）－CAP－コミュンの

教育担当‐各CGS）という学校運営・管理の体制は維持されると思われる。2008年4月に設立

されたCAD/DEの中心メンバー2名（室長及び地方分権化/分散化及び財務担当職員）は、フェ

ーズⅠ開始当初から高いコミットメントとオーナーシップをもって「機能するCGS」の推進に

取り組んできた。今後メンバーの変更があっても「機能するCGS」推進の方針は維持されると

思われるが、2名の勤続年数・年齢等を考えると近年中に異動や退職の可能性があり、CAD/DE

においていかに知見や経験を蓄積していくかを検討する必要がある。さらに、地方分権化に

関し、各機関の役割・責任や予算の流れについてまだ十分整理されていない部分もあること、

CGS連合やコミュンCAP連絡協議会については、2011年10月までに法令に明記される予定では

あるが、明記されたとしてもその設立・運営は任意の組織であり、その運営や予算確保につ

いて確立されていないため注意が必要である。 

財政面については、コミュンCAP連絡協議会の開催費用についてはマリ側で予算化されてい

るためプロジェクト終了後も継続が期待できるが、CAPのCGS担当官の巡回費用については、

フェーズⅠではJICAが3CAPについて一部（バイク供与・ガソリン代）を支給していたことか

ら、フェーズⅡ以降マリ側で確実に拠出継続できるかどうか注意が必要である。CGS全国展開

（CGS新規設置）に係る費用については、フェーズⅡでマリ側負担となっているものの外部資

金（JSDF）の利用を想定しているため、確実に継続的に確保できるかどうかは予断を許さな

い状況にある。 

 

２－３ 討議議事録（R/D）の署名 

詳細計画策定調査の結果を踏まえ、プロジェクト詳細について先方と更に協議を重ね、プロジ

ェクト実施について合意に至った。合意内容は討議議事録（Record of Discussion ：R/D）にまとめ

られ、2011年9月26日にJICAセネガル事務所長及びマリ教育省次官との間で署名が交わされた。 
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第３章 事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

（1）案件名 

国 名：マリ共和国 

案件名：和名 学校運営委員会支援プロジェクト フェーズⅡ 

英名 Project for Supporting to School Management Committee 2nd Phase 

 

（2）事業の背景と必要性 

1）当該国における教育セクターの現状と課題 

マリ政府は、教育のアクセスの改善、教育の質の向上、教育の地方分権化と住民の参加を

3本柱としたPRODEC1を策定し、そのなかで「総就学率を95％に向上させ、地域間、都市部

と地方部、男女間の格差を是正する」という目標が掲げられている。また、2008年に、国か

ら地方自治体への教育に関する権限・リソースの移譲支援及びモニタリングを目的として、

教育省CAD/DEが設立された。他方、マリにおける初等教育指標2は、総就学率が82％（2009

年）であり、特に、男子91％に対し女子73％と総就学率における男女格差が大きい。また、

純就学率は63％（2009年）と依然として低い水準にあり、アクセスを含む教育セクターの改

善が課題となっている。また、PRODECにおいて、教育の地方分権化を通じて地域のニーズ

を反映した学校運営を実現するため、すべての学校にCGSを設置することを義務づけた。し

かしながら、実際のCGS設置は遅れ、設置されたCGSへの支援策も十分ではなかった。 

これに対し、JICAはプロジェクトフェーズⅠ（2008～2011年）を実施し、クリコロ州をは

じめとした対象地域において、「民主選挙、参加型学校運営手法研修、持続可能なモニタリ

ングシステム」の3要素をミニマムパッケージとして、「機能するCGS」の設立を支援した。

その結果、対象地域におけるCGSに対する理解と設置の促進及びCGSの能力強化を達成し3、

就学率の向上や女子生徒の増加など正のインパクトが生じていることが確認された。また、

これを踏まえ、PRODECの具体的な実施計画であるPISE3（2010～2013年）では、すべての

学校が「機能するCGS」を設立して学校運営を改善することが目標として掲げられた。 

今後、全国において住民参加型の学校運営が改善され、初等教育の学習環境並びに教育

のアクセス及び質が向上するためには、フェーズⅠで実施した活動を全国展開するととも

に、CGSのモニタリングシステムを確立することが課題として残されている。 

 

2）当該国における教育セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

マリは教育セクターの最上位計画としてPRODECを2000年に策定した。さらにPRODECを

推進するためのPISE1：2001～2005年、PISE2：2006～2008年、PISE3：2010～2013年を定め

ており、そのなかで教育行政の地方分権化は、教育の質の向上及びアクセスの改善と並ぶ教

育セクターの3本柱の1つとして位置づけられている。CGSは、学校運営の改善を担う主要な

                                                        
1 当初の実施期間は2000～2010年であったが、実施開始及び進捗が遅れたため2013年までが実施期間となった。 
2 出所：マリ教育識字国語省発行『基礎教育統計年鑑』 
3 例えば、1校当たりの活動支出額が毎年増加（フェーズⅠ開始前：約2万8,000円、1年次：約4万3,000円、2年次：約6万5,000円、

3年次：約6万6,000円）。年間活動計画の策定率が毎年80％以上の策定率を達成（フェーズⅠ開始前：約49％、1年次：91.0％、

2年次：93.4％、3年次：87.2％）。 
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組織であり、地方分権化の推進と併せて、その能力強化の重要性は十分認識されていること

から、この機能するCGSの全国普及は、上述PISE3の活動計画に取り入れられている。フェ

ーズⅡは、かかるマリ側政策の実現に対する技術支援を行うものである。 

 

3）教育セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

フェーズⅡは、対マリ事業展開計画にて、援助重点分野「基礎生活の向上」における「基

礎教育・人材育成支援プログラム」に位置づけられる。また、日本の対アフリカ支援の基軸

であるアフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICAD）プ

ロセスにおいても、教育は優先項目のひとつとされており、特にTICAD4横浜行動計画で掲

げられた「西アフリカ地域における合計1万校の学校運営改善」の達成に貢献するプロジェ

クトである。 

これまでの援助実績として、無償資金協力として「第1次～第3次小学校建設計画」（1997

～2008年）、「カティ市教員養成校建設計画」（2007～2008年）を実施している。 

 

4）他の援助機関の対応 

マリの教育セクターにおいては、JICAのほかに、USAID、CIDA、オランダ王国（以下、「オ

ランダ」と記す）等がCGSに関する活動を行っている。USAIDやCIDAはCGSの能力強化に関

する事業を実施しており、オランダは教育セクター財政支援を行うとともに、ドナー議長と

してマリの教育分野ドナーグループを取りまとめている。USAIDは、行政官への研修等を通

じ、コミュンレベルでの小学校教育計画が国家政策と整合しつつ、学校や地域のニーズに適

合したものになることを目的としたプロジェクトを実施している。CIDAは、CGSが教科書調

達の一連の作業を行うことを通じて、CGSの事業運営能力を向上させることを目的としたプ

ロジェクトを実施している。 

 

（3）事業概要 

1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、マリ全土において、CGSの設置及び能力強化、CGSの持続的モニタリング支援

体制の確立、学習環境改善に関する事例の提示を行うことにより、住民参加型の学校運営の

改善を図り、もって、小学校の学習環境の改善を図り、小学校の教育のアクセスと質の改善

に寄与するものである。 

 

2）プロジェクトサイト/対象地域名 

8州（クリコロ州、セグー州、カイ州、シカソ州、モプチ州、キダル州、ガオ州、トンブ

クトゥ州）及びバマコ特別区 
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3）本事業の受益者（ターゲットグループ）4 

地域コミュニティ（約90万人）、CGS委員（約12万6,000名）、コミュン関係者（約2,300名）、

AE（約35名）及びCAP関係者（約180名） 

 

4）事業スケジュール（協力期間） 

2011年11月～2015年10月を予定（計48カ月）。 

 

5）総事業費（日本側） 

約4億3,000万円 

 

6）相手国側実施機関 

マリ教育省 CAD/DE 

 

7）投入（インプット） 

a）日本側 

・ 長期専門家3名（チーフアドバイザー/教育行政、研修計画/モニタリングシステム、

業務調整/参加型教育開発） 

・ 短期専門家（必要に応じ） 

・ 機材供与（車輌、事務用機器等） 

・ 在外事業強化費 

‐ 地方教育行政関係者（AE及びCAP）に対するCGSモニタリング研修実施費用 

‐ ワークショップ・セミナー等実施費用 

‐ ベースライン調査・エンドライン調査実施費用 

‐ その他研修実施費用 

b）マリ側 

・ 専属カウンターパート6名 

・ プロジェクト執務室及び執務室維持費 

・ プロジェクト実施費用 

‐ CGSモニタリング支援費用 

‐ CGSの全国普及に係る研修実施費用 

 

8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

a）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリー分類（A、B、Cを記載） 

                                                        
4 AE：州レベルの教育行政機関 

CAP：県レベルの教育行政機関。コミュンへの教育行政に関する技術的支援を行う。 

コミュン：マリにおける地方自治体の最小単位。教育行政の地方分権化の流れを受けて、コミュンがCGSを通じて各学校の運

営を行うよう権限委譲が推進されている。 

CGS：教員、児童、保護者及び地域住民の代表者で構成され、地域社会のニーズを反映した、より良い学校運営を行うための

組織 

 



 

－13－ 

② カテゴリー分類の根拠 

    

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年）に掲げる影響を及ぼ

しやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない

影響は最小限であると判断されるため。 

    

b）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

フェーズⅡでは、女子就学促進に資するCGS活動の事例について情報共有を行い、対象

校における女子就学の改善を図るとともに、CGS設立に先立つ住民啓発活動にて女性の参

加を重視しCGS委員に女性を含めるなど、住民女性の参加促進に配慮する。 

 

9）関連する援助活動 

a）わが国の援助活動 

無償資金協力「第4次小学校建設計画」は、2013年9月に施工完了予定であり、新設校を

本事業の対象に含めていくことを想定している。 

    

b）他ドナー等の援助活動 

教育の地方分権化・分散化支援に関係する活動を行っている他ドナーとは、重複を避け

相乗効果を確保できるように密に情報共有を行う。特に、CGSの能力強化を目的としたプ

ロジェクトを実施しているUSAIDやCIDAと、事業内容及び成果の共有を図る。 

 

（4）協力の枠組み 

1）協力概要 

a）スーパーゴール：マリ全土において小学校の教育のアクセスと質が改善される。 

＜指標＞ 

・ 就学率、中退率、進級率、修了率 

    

b）上位目標：マリ全土において小学校の学習環境が改善される。 

＜指標＞ 

・ 各学校の就学者数が増加する。 

・ 各学校の教員数が増加する。 

・ 各学校における使用可能な教室数が増加する。 

・ 各学校における使用可能な教科書保有数が増加する。 

・ 補習授業を実施した学校数が増加する。 

・ 家庭でのグループ学習支援を実施した学校数が増加する。 

    

c）プロジェクト目標：マリ全土において住民参加型の学校運営が改善される。 

＜指標＞ 

・ 80％のCGSが策定された学校活動計画を実施する。 
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・ 学校運営への住民の貢献度（人的、金銭的）が増大する5。 

    

d）成果及び活動 

成果1．CGSが設置され、その能力が強化される。 

＜指標＞ 

1-1．80％のCGSが民主的選挙を通じて設置される。 

1-2．80％のCGSにおいて、3分の2以上の委員がCGS研修に参加する。 

1-3．80％のCGSが月例会合と住民集会を定期的に開催する。 

1-4．80％のCGSが学校プロジェクト及び学校活動計画を策定する。 

1-5．80％のCGSが年間活動総括表を策定する。 

＜活動＞ 

1.1 CGSに関する広報・啓発活動を行う。 

1.2 NGO啓発員に対する講師養成研修を行う。 

1.3 民主選挙によるCGS設置/改選について、コミュン関係者を支援する。 

1.4 CGS委員に対する参加型学校運営手法研修を実施する。 

1.5 CGS研修のマニュアル（仏語及び現地語）を改訂する。 

 

成果2．CGSへの持続的なモニタリング支援体制が確立される6。 

＜指標＞ 

2-1．80％の地方教育行政関係者（AE及びCAP）がCGS研修に参加する。 

2-2．80％のコミュン関係者がCGS研修に参加する。 

2-3．80％のコミュンが学校プロジェクト、学校活動計画、中間活動総括表及び年間活

動総括表を回収し、CAPに提出する。 

2-4．80％のCAPがAEに CGS年間活動CAP集計表を提出する。 

2-5．80％のAEがCAD/DEにCGS年間活動AE集計表を提出する。 

2-6．80％のCGS連合7が定期的にCGS連合総会を実施する。 

2-7．80％のCGS担当官がCGSモニタリングに関する経験を共有するためのワークショ

ップに参加する。 

＜活動＞ 

2.1 地方教育行政関係者（AE及びCAP）に対するCGS設置運営研修を実施する。 

2.2 コミュン関係者に対するCGS設置運営研修を実施する。 

2.3 CGS連合の設置についてCGSを支援する。 

2.4 地方教育行政関係者（AE及びCAP）に対するCGSモニタリング研修を実施する。 

2.5 モニタリング関係書類（学校プロジェクト、学校活動計画、中間活動総括表、年

間活動総括表等）を改訂する。 

                                                        
5 各CGSにおける活動計画額や活動支出額、住民集会への参加人数等を想定。 
6 各CGSが作成するCGSの活動計画や活動進捗報告書がコミュンを経てCAPの手に渡ることによって最低限のモニタリングが

実施されると考えている。 
7 CGS連合：CGSをコミュン単位でグループ化した任意の組織。年数回会議を開催し、コミュン関係者同席の下、コミュン内の

CGSの活動報告、経験共有を行う。 
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2.6 CGS担当官（AE及びCAP）がCGSモニタリングに関する経験を共有するためのワ

ークショップを実施する。 

 

成果3．学習環境改善に係る優良事例が全国的に提示される。 

＜指標＞ 

3-1．80％のCGS担当官が学習環境改善に関する優良事例を共有するためのワークショ

ップに参加する。 

3-2．学習環境改善に関する地域別・課題別の優良事例が取りまとめられる。 

3-3．学習環境改善に関する優良事例がさまざまな媒体（テレビ・ラジオ・ホームペー

ジ等）で提示される。 

＜活動＞ 

3.1 CGS担当官（AE及びCAP）が学習環境改善に関する事例を共有するためのワーク

ショップを実施する。 

3.2 先行サイトにおいて、CAPごとの共通教育課題に対するCGSの活動を支援する。 

3.3 先行サイトにおいて、活動3.2の進捗状況を確認する。 

3.4 収集された多様な優良事例を取りまとめる。 

3.5 テレビ、ラジオ、ホームページ、セミナー、冊子等を通じて、地方分権化された

学校運営の優良事例を公開する。 

    

e）プロジェクト実施上の留意点 

・ 本プロジェクトは、成果1（CGSの設置と能力強化）、成果2（モニタリング支援体制の

確立）、成果3（学習環境改善事例の提示）が相まってプロジェクト目標（マリ全土で

学校運営が改善される）を達成するという構造になっている。このうち成果3につい

ては、フェーズⅠからの先行地域である3州11CAPを想定し、学校運営にとどまらず、

その先にある学校環境の改善事例が顕現するよう後方支援することを計画している。

成果3は具体的なエビデンスを提示し、他の成果及びプロジェクト目標、さらに上位

の目標の達成を促進し得るものとして設定している。 

・ CGSの設置及び能力強化（成果1）の初期研修に必要な経費については、全国展開の当

初（本プロジェクト開始後1年程度）はJICA予算にて対応し、その後は原則マリ側負

担とする。現時点（2011年7月現在）では、世銀JSDFによる同経費の支出が想定され

ており、次回申請（2011年11月）に向けた世銀との調整・準備が進められている段階

である。本予算確保に関しては、マリ側の主体的な取り組みを促しつつ、随時状況把

握・支援を行う。中間レビュー調査（2013年10月ごろを予定）においては、予算確保・

執行状況を確認し、必要に応じプロジェクト計画の見直しを行うこととする。 

・ フェーズⅡでは、上位目標やスーパーゴールの指標として挙げられているデータを収

集することを目的として、ベースライン調査及びエンドライン調査を実施予定である。

ベースライン調査及びエンドライン調査の具体的な調査地域は、本プロジェクト開始

後に、フェーズⅠの対象地域であった11CAPのなかから選定することとする。 

・ 活動3.2及び3.3における先行サイトは、フェーズⅠ開始当初から対象地域となってい

るクリコロ州の5CAPを想定している。 
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・ 上位目標の指標の具体的な目標値については、ベースライン調査終了後から中間レビ

ュー調査終了までに設定する。 

 

2）その他インパクト 

・ フェーズⅡでは、スーパーゴールとして、マリ全土における小学校の教育のアクセスと

質の改善を設定している。 

 

（5）前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

1）事業実施のための前提 

・ 学校運営の地方分権化政策が維持される。 

 

2）成果達成のための外部条件 

・ 研修を受講した行政官及びCGS委員が政治的要因8により大幅に異動しない。 

・ 治安状況が悪化しない。 

 

3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 一般家計の経済状況が悪化しない。 

 

4）上位目標達成のための外部条件 

・ 教員ストライキの頻度が増加しない9。 

 

（6）評価結果 

本事業は、マリの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計画

の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

（7）過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

2010年12月に実施したフェーズⅠ終了時評価調査における主な提言事項に基づく教訓と本

事業における活用は以下のとおり。 

 

1）コミュンCAP連絡協議会10以外の方法によるモニタリングの試行 

フェーズⅠを通じて、最低限必要なモニタリングはCGS関連書類をCAPが回収することで

あり、コミュンからCAPへの書類の受け渡しが最も困難であることが判明した。さらにCAP

による書類回収のパターンとして、コミュンCAP連絡協議会を含む3つのパターンが有効であ

ることも判明した。 

フェーズⅡにおいては、各パターンを必須とせず、コミュンとCAPがそれぞれの地域の実

情に合わせて、単一もしくは複数のパターンの最適な組み合わせを模索しつつ、回収率の向

                                                        
8 具体的には、2012年4月に予定されている大統領選挙の影響可能性を示唆している。 
9 具体的には、2012年4月に予定されている大統領選挙の影響可能性を示唆している。 
10 CAP管内のコミュン、CGS連合代表、県政府代表等が定期的に（年3、4回）集まり、地域の教育行政の現状や課題について、

連絡と協議を行うための会議。 
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上をめざすこととする。    

 

2）研修マニュアル改訂、研修用視聴覚教材などの各種研修ツールの開発整備・全国展開に向

けた意思決定及び情報共有 

フェーズⅠにおいて、機能するCGSの全国展開の推進を目的として、仏語版及び現地語版

のポスター、啓発ビデオ、パンフレットを作成するとともに、2011年1月に全国展開ワーク

ショップを実施した。 

フェーズⅡにおいては、フェーズⅠで作成したツールを活用して、機能するCGSの広報・

啓発活動及び全国展開を図るとともに、さまざまなメディアを用いて学習環境改善に係る事

例を全国的に提示する。 

    

3）プロジェクト実施による学校現場におけるインパクトの確認 

フェーズⅠでは、1・2年次の対象校である456校の年間活動総括表の分析を行い、「活動実

績データ」として数値やグラフにてまとめた。 

フェーズⅡにおいては、ベースライン調査やエンドライン調査、先行サイトにおける活動

状況の把握等を通じて、機能するCGSが設置されさまざまな活動を実施した結果、学校現場

（児童、教員、地域住民）でどのようなインパクトが生じたのかを定量的・定性的に把握す

ることを想定している。 

 

（8）今後の評価計画 

1）今後の評価に用いる主な指標 

（4）1）のとおり。 

 

2）今後の評価計画 

事業開始6カ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー調査 

事業終了6カ月前まで エンドライン調査 

事業終了6カ月前 終了時評価調査 

事業終了3年後 事後評価調査 
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第４章 プロジェクト実施の背景 
 

４－１ 教育セクターの上位計画の現状 

４－１－１ 教育開発計画 

（1）PRODEC（1998－2013） 

教育開発10カ年計画（PRODEC）は1998年に策定され、2000年から実施された。対象期間

は現在、2013年までに延長されている。PRODEC全体を貫く精神として、教育のアクセスの

改善、教育の質の向上、教育の地方分権化と住民の参加が3本の柱となっている。 

地方分権化については、学校は地域に根ざしたものであるべきとの思想に立ち、学校を

とりまく地方自治体やコミュニティの役割を強化することが謳われている。各関係者の役

割を整理したうえで、関係者の間で情報共有を進め、学校の発展という共通の目標に向か

って協同体制を確立するとしている。国家、地方自治体、コミュニティの役割はそれぞれ

以下のように整理されている。 

・ 国家：国家政策の策定、実施の監理、調整等。 

・ 地方自治体：教育分野の開発プログラムの策定、教員の採用（契約教員の給与は地方

自治体の責任となる）、学校の建物の建設・機材調達・学校運営等。 

・ コミュニティ：カリキュラムと学年暦の策定に参加すること、教員の採用（コミュニ

ティが必要と判断した際は教員を採用することができる）、校舎の建設・機材調達・学

校運営、住民の啓発と児童の入学勧奨、リソースの調達等。 

    

CGSについては、学校ごとに設立することと、その構成は地域の状況に合わせてさまざま

な役割・属性の者を含めることが記載されている。CGS設立の責任機関や具体的な活動内容

等についてはPRODECでは記載がなく、後述の「国家から地方自治体に移管される教育関係

の権限に関する大統領令（Décret No 02-313/PM-RM du 04 Juin 2002 fixant des details des 

competences transferrés de l’Etat aux Collectivités Territoriales en matière d’education）」（2002年6

月4日）及び「CGSの設立・組織・運営方法に関する教育省令（Arrêté No 040469/MEN-SG portant 

Création, Organisation et Modalité de Fonctionnement du Comité de Gestion Scolaire）」（2004年3

月9日）で規定されている。 

 

（2）PISE3（2010-2013）11 

教育セクター投資計画（PISE）は、上記10カ年計画の具体的な実施計画である。PISE1は

2001年から2005年までの5年間、PISE2は2006年から2009年までの4年間、PISE3は2010年か

ら2013年までの4年間を対象にしている。教育の地方分権化・分散化については「コンポー

ネント7：教育運営、地方分散化、地方分権化、参加型計画」で取り上げられている。教育

の地方分権化・分散化を進めるうえでの課題として、中央の予算策定・モニタリング評価

に係る能力が弱いことと、地方の事業運営能力が十分でないことが指摘されている。PISE3

においては、教育セクターの運営方法を再整理・強化し、セクター内の調整・連携能力を

強化すること、中央の役割を政策の立案、調整、監督、モニタリングに整理すること、資

                                                        
11 元々は2010年から2012年までの3年を対象としていたが、2013年までに延長された。 

 



 

－19－ 

金を地方自治体に効果的に移譲することが定められ、地方分権的な学校運営が改善される

ことが成果として期待されている。 

CGSについては、十分機能していないCGSが存在することや、CGS運営のモニタリングシ

ステムが確立していないことが課題として記載されている。PISE 3では、すべての学校が「機

能するCGS」を設立して学校運営を改善することが目標として掲げられている。 

 

４－１－２ CGSの設立と機能を規定する法令 

教育基本法（Loi No 99-046/du 28 Dec. 1999, Loi d’Orientation sur l’Education）（1999年12月28日）

第59条で、各学校で参加型の学校運営組織を設立することが定められ、詳細は追って省令で規

定することとされた。ここにはCGSという言葉は出ていない。 

上述の教育基本法等を受け、「国家から地方自治体に移管される教育関係の権限に関する大統

領令（Décret No 02-313/PM-RM du 04 Juin 2002 fixant des details des competences transferrés de l’Etat 

aux Collectivités Territoriales en matière d’education）」（2002年6月4日）において、小学校について

は基本的にコミュンが責任をもつことが定められ、そのなかで小学校における参加型運営組織

の設立がコミュンの役割のなかに含められた12。この大統領令でもCGSという言葉は使われてい

ない。 

教育基本法及び上記大統領令等を受け、「CGSの設立・組織・運営方法に関する教育省令（Arrêté 

No 040469/MEN-SG portant Création, Organisation et Modalité de Fonctionnement du Comité de 

Gestion Scolaire）」（2004年3月9日）において、すべての学校においてCGSを設立することが規定

された。要点は以下のとおりである。 

・ CGSの定義：CGSは教員、保護者、その他パートナーが参加して、学校運営を行う機関で

ある。 

・ CGSの構成：委員長、学校プロジェクト担当、財務、書記、資源調達とコミュニケーショ

ン担当、女子就学担当、会計監査を最低含むこととする。選挙で選ばれるこれら委員の

ほか、特定の役職にあることで自動的にCGS委員になる者（membres de droit）として、

校長、教員代表1名、生徒代表1名、生徒の保護者代表2名、市民社会代表2名（市民社会

代表のなかに女性を少なくとも1名含む）が決められている。委員の任期は3年で、再選

は1回に限り可能である。 

・ CGSの会合・決議：通常会合を月に1度開催する。その他必要に応じて、委員長あるいは

過半数の役員の要求で会合を開催することができる。決議は過半数で決まる。 

・ 活動記録：CGSは毎年の決算表と活動報告書を作成する。 

    

2011年7月現在、CGSの設置に関する法令の改訂が進行中である。草案は既に完成しており、7

月中には説明資料を添えて教育省官房室に提出される見込みである。その後、官房会議にて各

部局長への通知・意見聴取を経て、教育省官房室が承認、その後、内閣府官房が承認を行い、

教育大臣が署名して成立する。CAD/DE室長によれば、今後のプロセスはCAD/DEの手を離れる

ので時期的な予測はできないものの、おそらく2011年の新学期開始前には改訂が完了すると見

込まれている。主な変更点は、CGS連合やコミュンCAP等の連絡協議会を設置できる旨記載した

                                                        
12 マリの地方自治体は上位から州（région）、県（cercle）、コミュンとなっている。 
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こと（詳細はあえて規定していない）、住民総会の役割と開催方法について記載したこと、CGS

委員の再選制限（再選は1回まで）を撤廃したこと、学校校長・教員・生徒等はCGS委員長にな

れないことを記載したこと、村長・地方自治体議員・国会議員はCGS委員になれないこと、CGS

は政治組織ではないこと、無報酬であること、といった点である。 

 

４－１－３ その他関連法令 

（1）コミュン教育委員会の構成に関する法令 

コミュン教育委員会の構成に関する法令は存在しない。CAD/DE室長によれば、法令整備

の計画は現在特にないとのことであった。コミュン教育委員会は機能の度合いが少なかっ

たため、2011年5月に開催された地方分権化シンポジウムでその活性化が提言され、それを

受けて方策を探っているところであるとのことで、活性化のための具体的な案についても

言及がなかった13。 

 

（2）「学業成績向上のための直接支援補助金制度（Appui Direct à l’Amélioration des Rendements 

Scolaire：ADARS）」の運営方法に関する大統領令の策定 

ADARSは2004年から開始され、学校の備品・教材・文房具等の購入に使う補助金を地方

自治体（コミュン）を通じて各小学校のCGSに交付するものである。補助金の管理はCGS

に任される。当初は地方自治体でなくCAP経由で送金されていた。世銀からの資金に加え、

マリの予算も投入されている。現在は、小規模校は年15万Fcfa、中規模校は年22万5,000Fcfa、

大規模校は年30万Fcfaを、年3回に分けて受け取れる。 

現在ADARSを規定する法令等はないが、ADARSの運営方法についての大統領令（Décret）

案が策定され、官房の承認待ちである。 

 

４－１－４ 教育分野に関し、地方自治体への権限移譲を定めた法令 

前述の大統領令Décret No 02-313/PM-RM（2002年6月4日）において、小学校についてはコミュ

ンが学校運営の責任をもつことが定められた。小学校に関してコミュンの具体的な役割は、教

育開発計画策定・実施、就学促進戦略（特に女子）の策定、小学校の建設・機材調達・維持管

理、教員の採用、小学校の参加型運営組織の設立、小学校に関する教育統計の作成等が含まれ

ている。 

地方分権化・分散化の進捗が遅れていることを受け、「国家から地方自治体への権限・リソー

スの移譲に関する首相府通達（Instruction No 08-0003/PM-RM du 21 Novembre 2008 relative à la 

mise en oeuvre des transferts de compétences et de ressources l’Etat aux Collectivités Territoriales）」

（2008年11月21日）が発布され、権限・リソースの地方自治体への移譲を加速するための3カ年

計画を各省で策定することになった。教育省では、地方自治体に移譲する予算項目を2010年に

取りまとめ、契約教員の採用、教員の給与支払い、教室の建設・修繕と機材の調達、学校建物・

機材の維持管理等がコミュンへ移譲されることが明記された。 

 

                                                        
13 しかし、2010年のJICA職員による聞取りの際、カナダの支援によってコミュン教育委員会に関する法令の策定のための準備

として調査研究の実施が計画されていることにCAD/DE室長が言及したとのこと。 
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４－２ 教育分野における他ドナーの援助動向 

マリの教育セクターにおいては、JICAのほかに、USAID、CIDA、オランダ、世銀、国際連合児

童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）等がCGSに何らかの形でかかわる活動をしてい

るが、CAD/DE室長によれば、それぞれのドナーの比較優位に基づいて、重複を避け、全体として

効果が最大化できるように調整しているとのことである。例えば、USAIDの事業は後述のとおり、

JICAプロジェクトと同様に「CGSの学校プロジェクト作成支援」の要素を含んでいるが、その目

的がJICAプロジェクトではCGSの能力強化である一方、USAIDの事業ではコミュンレベルの能力

強化なので、重複はしていないとのことである。 

以下では、詳細計画策定調査で収集した文献資料及び調査中に実施したインタビュー内容に基

づき、USAID、CIDA、オランダの事業について記述した。ほかには世銀が「学業成績向上のため

の直接支援補助金制度（Appui Direct à l’Amélioration des Rendements Scolaire：ADARS）」に資金を

拠出している（2010年から一時停止中）。また、UNICEFが全世界で展開している「学校は子ども

のために運営されるべき」との精神にのっとったChild-friendly Schools 事業をマリでも実施してお

り、学習環境整備等を行っている。 

 

４－２－１ USAID 

USAIDは地方分権化支援事業として、セクターを限定しない「全体プログラム」と、「教育の

地方分権・分散化、コミュニティ参加支援プログラム（Programme d’Appui à la Décentralisation et 

la Déconcentration de l’Education – Participation Communautaire：PRADDE-PC）（2009年5月～2014

年4月）を実施している。教育は地方分権化が進んでいるセクターなので特に取り上げて支援し

ているとのことである。予算は2,250万US$、ターゲットグループはCAP10カ所（Mopti/Sevare、

Tombouctou、Gao、Koumantou、Markela、Segou、Sikasso、Diola、Fana、Bafoulabe）、コミュン

75カ所、小学校約800校である。選定基準としては、以前のUSAID事業で対象にした地域、同時

に実施している「全体プログラム」の対象地域、保健などほかの課題がある地域等である。異

なるCAP、コミュン、CGS間の情報交換・経験共有のための機会は特に設けていない。 

PRADDE-PCの目的は、CAPとコミュン・小学校（CGS）の計画能力・財務能力（情報を集め、

分析し、事業を計画・実施する能力）を強化し、三者の連携を強化することで、コミュンレベ

ルでの小学校教育計画が国家政策と整合しつつ、学校や地域のニーズに適合したものになるこ

とである。したがって、①教育省の地方分権化的運営に対する技術支援（上からの支援）と②

コミュニティの参加支援（下からの支援）を2つの軸にしている。①については、研修を通じて、

教育省中央・AE・CAPまでの能力強化を行っている。②については、学校・コミュニティレベ

ルにおける、住民参加を通じて地域のニーズを反映した学校プロジェクトの策定・実施、コミ

ュンレベルにおける、各学校プロジェクトを反映した教育分野開発計画の策定、CAPレベルにお

ける、それら下位の計画を反映した教育開発計画の策定を支援している。研修はNGOに委託し

ている。「学校プロジェクト」はコミュンの開発計画に合わせて5年計画となっており、それら

がコミュン及びCAPの計画に反映されることで予算獲得を確実にすることをめざす。 

これまでの実績は、「学校プロジェクト」（5年計画）を策定した学校が対象の約800校中713校、

支援を開始したコミュンが対象の75コミュン中42コミュンとなっている。 

CGSの「学校プロジェクト」に関して、JICAプロジェクトではCGS委員の任期に合わせた3年

間の計画としているのに対し、PRADDE-PCではコミュン開発計画に合わせた5年間の計画とし
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ているため、両者の活動が重複した地域では混乱が生じた。JICAプロジェクトフェーズⅠの専

門家によれば、JICAプロジェクトにおける「学校プロジェクト」策定はCGSと地域住民のイニ

シアティブによる活動実施が目的であり、一方でPRADDE-PCは予算獲得が目的となっているた

め、1つの学校に対象期間の異なる「学校プロジェクト」が並存していても実害があったとはい

えないが、今後JICAプロジェクトフェーズⅡを通じて「学校プロジェクト（3年間）」の作成を

要素に含む「機能するCGS」を全国展開していくことになっているので、JICAのCGS研修モジ

ュールに沿った形で、PRADDE-PCのCGS研修を行うことが望ましい。コミュンの計画が5年で

CGSの計画が3年であることについては、コミュン議員とCGS委員の任期がそれぞれ5年と3年で

あることに由来しているが、JICAプロジェクト専門家によれば、CAD/DEの見解として、CGS

がコミュンからの政治的影響を避けるためCGSの計画を5年に合わせることは考えていないとの

ことである。 

2011年前半に実施した中間評価（内部評価）において、JICAを含む他の関係機関との連携強

化が提言され、今後USAIDはJICAとの連絡を密にしていきたいとのことである。また、JICAが

機能するCGSの全国展開を支援するのであればUSAIDとしては小学校のCGSへの研修は今後行

わないという選択肢もあり得るとの言及があった。ただし、中間評価の結果は現在のところ外

部には共有されていない模様であり、詳細は不明である。 

 

４－２－２ CIDA 

教育の地方分権化・分散化支援として、教育省（中央）への財政支援を軸に、CGSの事業運営

能力強化を行っている。CAD/DEがカウンターパートである。現在、以下の3プロジェクトを実

施中であり、予算規模は合計約6,000万CA$となっている。 

・ 現職教員研修（1,900万CA$、2011～2016年、6年間） 

・ 教科書の修復（1,800万CA$、2010～2015年、6年間） 

・ 小学校向け教科書購入・配布を通じてCGSの事業運営能力強化（2007～2011年、5年間、1,900

万CA$、Kaye州のCAP2カ所対象） 

    

CGSが教科書調達の一連の作業（教科書の選定、発注、受領、支払まで）を実地に行うことを

通じて、事業運営能力を向上させることを目的とする。以前は中央から学校現場まで教科書が

届かないこともあったが、CGSが直接購入することで確実に配布できる。フランス製でなくマリ

国内でつくられた教科書を買うことで、国内の教科書出版社の強化にもなる。配布する教科書

の目標は、最終的には生徒1人当たり7冊（7教科）としており、現在の実績は1人当たり3.6冊と

なっている。 

さらに、上記の教科書購入・配布事業を全国の9,000校に展開する新事業（2012年3月開始予定、

5年間、4,000万CA$）を計画している。 

また、終了済みであるが、Kaye州等を対象に、収入創出を目的にした学校プロジェクトを実

施するための資金（初期費用）をAE対象に拠出する事業も実施されていた。 

CIDA担当官によれば、地方レベルで資金管理を適切に行えているとはいえず、さらにCGSの

能力強化を図る必要があると感じている。2012年から開始予定の教科書事業も、JICAのプロジ

ェクト同様全国展開を予定しており、JICAのプロジェクトによるCGSの強化と相乗効果が図れ

るとよいと考えているとのことである。事業のモニタリングは、教育省の通常の監査レポート
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や財務報告書を通じて実施しており、CIDAのために特別に報告書をつくってもらうことはして

いない。CIDAが契約したモニタリング専門家がサイト調査を行うこともある。 

 

４－２－３ オランダ 

オランダは、今年度（2011年度）、議長としてマリの教育分野ドナーグループを取りまとめて

いる。類似した活動をしているUSAIDやCIDAとは連絡をとり、情報共有をしている。グループ

のなかではUSAIDが教育の質の面を、CIDAがマネジメントについて取りまとめている。 

オランダは、教育セクター財政支援を行い、同時に、資金が中央からCGSまで確実に流れるよ

うなシステムの強化に協力している。現在、教育分野予算の50％が地方組織にいきわたってい

る。2006年から2009年までのオランダの支援実績は9,400万ユーロとなった。2010年は、PISEの

実施運営能力が認められず、財政支援を含め、援助を停止した。2011年以降は1年当たり600万

ユーロを予定している。 

地方レベルでは2010年から2011年にかけて、学校建設、教科書配布、学校給食などを支援し

た。地方レベルではまた、教育セクターに限定せず、オランダの地方自治体連合（l’Association des 

Communes Néerlandaises：VNG）がマリの地方自治体連合（l’Association des Municipalités du Mali：

AMM）を支援する活動を支援している。全国への支援なので特別な対象地域を設けているわけ

ではないが、発展がより遅れた北部地域や男女差が大きい地域などを重視しているとのことで、

教科書配布については、クリコロ州で行った。 

JICAプロジェクトも地方分権化・分散化支援をしていることから、オランダ、JICA、USAID、

CIDAが集まって情報交換する機会を設けたらよいという提案があった。オランダ大使館が場所

を提供することは可能との申し出もあった。 

事業進捗のモニタリング方法は、年間計画や報告書の内容と適時性をみると同時に、外部監

査や内部の検査等の結果を活用しているとのことである。また、教育の質については、マリで2

年ごとに行われる小学校低学年の読み書きテスト等で進捗度合をみている。オランダの支援に

より究極的には教育の質向上をめざすことを常に念頭に置いて活動しているとのことである。 

 

４－３ プロジェクト関係機関の基本情報 

４－３－１ 教育省内の組織 

2011年4月に発行された『教育マネジメント情報システム基本計画作成のための現状調査報告

書（Système d’Information de gestion de l’Education Schèma Directeur d’Informatique, Bilan et 

Orientations）』によれば、本プロジェクトに関係する教育省内の部局・機関の役割や組織構成等

は以下のようになっている。 

    

（1）CAD/DE 

CAD/DEは、「教育の地方分権化・分散化支援室の設立に関する首相令（Décret No 08-224/ 

PM-RM du 9 Avr 2008 portant Création de la Cellule d’Appui à la Décentralisation/ 

Déconcentration de l’Education）」（2008年4月9日）によって設立された。CAD/DEの役割は以

下のとおり規定されている。 

・ 教育に関し、国から地方自治体への権限・リソースの移譲状況をモニターする。 

・ 上記移譲を促進する手段を提示する。 
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・ 移譲された権限を地方自治体が行使することを支援するためのツールを作成し、普及

させる。 

・ 情報・コミュニケーションを通じて教育の地方分権化を推進する。 

・ 地方自治体及び教育分野の地方分散化組織を対象に、学校インフラ整備に関する計画

の策定及び実施状況のモニタリングを行う。 

・ 地方分権化に関連した業務について、中央及び地方の部局・組織を支援する。 

・ パートナーの協力事業の計画・モニタリングに参加する。 

    

さらに、「教育の地方分権化・分散化支援室の組織及び運営方法に関する教育省令（Arrêté 

No 08-2070/MEBALN-SG du 17 Jul 2008 fixant l’organisation et les modalités de fonctionnement 

de la Cellule d’Appui à la Décentralisation/Déconcentration de l’Education）」（2008年7月17日）に

よって、CAD/DEの構成が規定され、室長及び、地方分権化・分散化及び財務担当、モニタ

リング評価担当、研修担当など8名の担当職員を置くことになった。現在は、室長と、地方

分権化・分散化支援及び財務担当の2名がCAD/DEの中心メンバーであり、フェーズⅠから

引き続きフェーズⅡでもカウンターパートとなる予定。2011年6月末現在CAD/DEの職員は

53名おり、室長、担当官（職員）8名、準職員11名、総務・会計・秘書等のサポートスタッ

フ33名の構成となっている。準職員の4名が2011年5月からJICAプロジェクトに配置され、

プロジェクトの活動実施を担っている。CAD/DEの業務は、内容に応じて担当官と他のスタ

ッフ数名から成るチームで実施しているが、政令・省令はチーム（課）を規定していない

ので公的にはそのような組織にはなっていない。 

 

（2）CAP 

CAPは県（cercle）に複数設置され、地方自治体（県・コミュン）と緊密に連携しつつ初

等教育（小学校、中学校）、就学前教育及びノンフォーマル教育を監督する。教育行政の施

行と教育アカデミーへの報告を行うとともに、地方自治体の教育行政に関する技術的支援

を行う（フェーズⅠ資料）。 

CGS担当官は公式な役職名ではなく、CAPの「パートナー担当」がこの役を兼任する。「パ

ートナー担当」は専任の場合と、教育指導主事（Conseiller Pédagogique）の1名が兼任する

場合とがある。CGS担当官は担当地域のコミュンを通じてCGSの活動状況を把握し、コミュ

ンに対して、またコミュンを通してCGSに対して技術的なアドバイスを行う。多くの場合、

CGS担当官（パートナー担当官）が教育指導主事を兼任しており、また地理的に離れた多く

のコミュンを担当しているためにモニタリングに限界があることから、2011年7月現在、各

CAPに専任CGS担当官を配置し、各コミュンには駐在の教育指導主事を配置する計画が存在

する。全国すべてのCAPに一斉に専任CGS担当官と各コミュン駐在指導主事を配置するには、

人的資源の限界もあり困難であるため、段階的に配置を進める方向である。また、1CAPが

管轄するコミュン数及び学校数を軽減するために2011年6月に全国のCAP数が70から97に増

加した。 

地方分権化・分散化の前は、CAPが中央に対して活動計画の提出・予算申請等を行ってお

り、CAPが現場のニーズを十分に把握しないためにそれら計画・予算にCGSやコミュンの意

向が反映されてこなかった。地方分権化・分散化に伴い、学校運営の権限が学校及びコミ
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ュンに委譲され、CGSが活動を計画し、予算を申請するようになることで、CAPはコミュン

やCGSに対する技術的支援に特化することになった。 

 

（3）AE 

AEは、州（région）に複数設置され、州の中・高等教育機関を管轄するとともに、CAP

を通じて初等教育機関（小・中学校）を管轄する。教育行政の施行と本省への報告を行う

とともに、州政府の教育行政に関する技術的支援を行う（フェーズⅠ資料）。 

 

４－３－２ 地方自治体 

（1）コミュン 

小学校については、コミュンがCGSを通じて学校運営を行う権限を委譲されている。コミ

ュン長は域内住民の直接選挙によって選出されたコミュン議員によって選出され、任期は5

年である。教育担当議員がCGSの指導・管理を担当し、CGSのモニタリング書類はコミュン

に提出される。 

 

４－３－３ 学校運営組織 

（1）CGS 

CGSは教員、児童、保護者及び地域住民の代表者で構成され、子どもの教育にかかわるす

べての関係者の参加を得て、地域社会のニーズを反映した、より良い学校運営を行うため

の組織である。前述のとおり、CGSの設立根拠や構成は、「CGSの設立・組織・運営方法に

関する教育省令（Arrêté No 040469/MEN-SG portant Création, Organisation et Modalité de 

Fonctionnement du Comité de Gestion Scolaire）」（2004年3月9日）で定められている。 

PISE 3においては「機能するCGS」を設立・全国展開することが目標になっている。フェ

ーズⅠが実証した「機能するCGS」のミニマムパッケージの3要素（民主選挙、参加型学校

運営手法研修、持続可能なモニタリングシステム）の概念が教育省にも共有されている。

現存の法令にはこれら「機能するCGSの概念」は含まれていないため、現在改訂中のCGS

省令にこれが反映される予定になっている。 

フェーズⅠ対象地域においては、特定の役職にあることで自動的にCGS委員になる者

（membres de droit）以外のCGS委員が民主的な選挙で選ばれ、女性も含まれている。委員

の任期は3年で、現在の規定では再選は1回まで可能である（改訂CGS省令では再生回数の制

限は撤廃される予定である）。会合は月1回、住民総会（Assemblée Générale）は3カ月に1回

程度開催されている。児童の家庭からの分担金は、学校及びCGSに向けてそれぞれ月数百 

Fcfa程度が徴収されている。 

各CGSは、「学校プロジェクト（Projet d’école）」（3年ごとの活動計画書）、「学校活動計画

（Plan d’action de l’école）」（学校年度ごとの活動計画書）、「CGS中間活動総括表（Bilan à 

mi-parcours des Activités du CGS）」（年度の中間で作成する計画と実施の対照表）、「CGS年間

活動総括表（Bilan Annuel des Activités du CGS）」（年度末に作成する計画と実施の対照表）

の4つの書類を作成する。これら書類はコミュンに提出され、コミュンからCAPに提出され

る。 
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４－３－４ CGSのモニタリング支援に係る互助組織・会合 

（1）CGS連合（Regroupement des CGS） 

CGSをコミュン単位でグループ化した任意の組織である。年数回会議を開催し、コミュン

内のCGSの活動報告、経験共有をコミュンの関係者同席の下で行う。フェーズⅠでは、CGS

の持続的なモニタリングシステムのひとつとして推進している（フェーズⅠ資料）。 

CGS連合を規定する法令は現在存在しないが、改訂中のCGS省令にCGS連合について記載

される予定である。ただし、構成や機能の詳細については改訂後のCGS省令でも特に規定せ

ず、フェーズⅠで作成した研修モジュールにおいて、以下のように説明されるにとどまる。 

・ CGS連合の役割：CGSのモニタリング評価と、CGSへの支援。 

・ CGS連合事務局委員の選出：各CGSから代表3名（委員長及び、少なくとも女性1名を含

む2名の委員）が参加する連合総会にて、民主的選挙で最低5名（少なくとも女性2名を

含む）を選出する。5名の役職は、委員長、副委員長、事務局長、財務担当、組織化担

当である。 

・ CGS連合総会：参加者は、各CGSから2名、コミュン長、教育担当副コミュン長または

事務局長、CAPのCGS担当官、教育分野の活動をしている市民団体の代表から成る。会

合は年4回の開催を想定している。 

    

各CGSはCGS連合に対して分担金を拠出している。 

 

（2）コミュン-CAP連絡協議会（Cadre de Concertation entre le CAP et les communes） 

CAP管内のコミュン、CGS連合代表、県政府代表等が定期的に集まり、地域の教育行政の

現状や課題について、連絡と協議を行うための会議である。小学校に関しては、コミュン

（地方分権化組織）とCAP（教育省の地方分散化組織）という、2つの異なる省庁が管轄す

る組織が、地域の教育行政を担うために連携し協議を行うための枠組みとして機能してい

る（フェーズⅠ資料）。 

コミュン-CAP連絡協議会を規定する法令も現在存在しないが、改訂中のCGS省令で明記

される予定である。ただし、コミュン-CAP連絡協議会についても構成や機能の詳細につい

ては改訂後のCGS省令でも特に規定せず、フェーズⅠで作成した研修モジュールにおいて、

以下のように説明されるにとどまる。 

・ コミュン‐CAP連絡協議会の役割：CAP管内のコミュン、CGS連合代表、県政府代表等

が定期的に集まり、地域の教育行政の現状や課題について、連絡と協議を行うこと（上

述）。 

・ コミュン‐CAP連絡協議会事務局の構成：各CGS連合の代表2名、各コミュン長と教育

担当議員、CAP所長、CAPのCGS担当官。 

・ CGS連合の会議：少なくとも年4回の開催が推奨されている。 

    

フェーズⅠの対象地域においては、CAPが県知事の指示のもと主催し、幹事コミュンと協

力して開催のための実務を担当する形になっていることが多い。会議は年3～4回の頻度で

開催し、持ち回りの幹事コミュンが会場費・食事代を負担し、各コミュンは自分の交通費

を負担する取り決めになっている例が多い。会場は、アクセスの良さと公平性を勘案し、
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CAP管内の中心的なコミュンに固定している場合もあれば、幹事コミュンで順番に開催する

場合もある。 

 

４－３－５ 小学校の学校運営に関する予算 

CGSの予算は、生徒の家庭が負担する分担金や、コミュンなどからの支援、寄付や補助金、援

助機関からの支援などで成り立っている。資金源のひとつであるADARSについて以下に述べる。

また、コミュン‐CAP連絡協議会開催予算についても述べる。 

    

（1）ADARS 

ADARSは2004年から開始され、学校の備品・教材・文房具等の購入に使う補助金をコミ

ュンを通じて各小学校のCGSに交付するものである。補助金の管理はCGSに任される。当初

はコミュンでなくCAP経由で送金されていた。世銀からの資金に加え、マリの予算も投入さ

れている。現在は、小規模校は年15万Fcfa、中規模校は年22万5,000Fcfa、大規模校は年30

万Fcfaを、年3回に分けて受け取れる。 

2011年5月の教育セクターレビュー会合において、ADARSへの提言として、CGSへの

ADARS基金を現金で支給できるように法令を採択すること（現在はコミュンから学校への

現金支給は規定上できない）、ADARS基金の配賦と効率的な利用を確保するために地方レベ

ル、州レベル、中央レベルでのモニタリングシステムを導入すること、すべての小学校に

対する機能するCGSの普及を加速することが提言された（プロジェクト資料）。 

モニタリングの問題から、世銀からの資金は2010年以降一時停止中である。2011年7月現

在、ADARSの組織・運営方法に関する大統領令（décret）を整備するための計画が進行中で

ある。 

 

（2）コミュン‐CAP連絡協議会予算 

フェーズⅡにおいて、コミュン‐CAP連絡協議会予算は教育省の負担として表4-1で示す

とおり約4億6,000万Fcfaが見積もられている（開催1回につき50万Fcfa）。CAD/DEによれば、

2011年7月現在、2012年度分の予算は教育省から既に財務省に申請済みであり、10月に国会

で審議・決定され、翌年1月から執行されることになっている。 

コミュン‐CAP連絡協議会予算の執行手続きは次のとおりである。CAPは年間活動計画を

作成し、それが教育省に承認されたあと、コミュン‐CAP連絡協議会の予算は財務省→州の

財務省出先機関→県の財務省出先機関の流れで四半期ごとに執行される。CAPとしては年間

活動計画を1回提出すればよく、執行の都度申請する必要はない。 
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表４－１ コミュン‐CAP連絡協議会予算 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：CAD/DE資料（フェーズⅡミニッツ添付資料） 

 

1. Frais necessaires pour  l'organisation des cadres de concertation entre CAP et les CT pendant la période de 2ème phase du PACGS (en FCFA)

Mars Juin Dec. Mars Juin Dec. Mars Juin Dec. Mars Juin Dec.

11 12 X X X X X X X X X X X X 500,000 66,000,000

1er Vague 25 12 X X X X X X X X X X X X 500,000 150,000,000

2e Vague 20 9 X X X X X X X X X 500,000 90,000,000

3e Vague 21 9 X X X X X X X X X 500,000 94,500,000

4e Vague 20 6 X X X X X X 500,000 60,000,000

97 48

Grand TOTAL 460,500,000

2. Frais de carburant des motos des chargés de CGS du CAP pour le suivi et l'encadrement des CGS sont assurés par le budget qui est déjà mis à la disposition.

TOTAL

Zone depuis 1ère phase

Zone de la 2 ème
phase

Montant estimé par an 54,000,000 115,500,000 145,500,000 145,500,000

2013 2014 2015 Coût unitaire
/rencontre/CAPZone

Nmbr de
CAP

Nmbr de
rencontre
par CAP

2012
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